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第１章 はじめに 

 昨今、超高齢化や人口急減といった我が国が向き合うべき問題に対し、それぞれの地

域が個々の特徴を活かした自主的かつ持続的な社会を実現するため、地方創生が急務と

なっている。 

 このような状況を反映して、清成（2010）は地域創生とは、地域住民が自らの意思

と努力によって新しい地域づくりを進めることであるとしている1。さらに、地域創生

における新産業創出の重要性について述べているものの、その担い手である企業家に関

しては深く追求されていないのが事実である。その一方で企業家活動に関する研究は、

シュンペーターの均衡の創造的破壊に刺激を受け、現代に至るまで様々な議論が展開さ

れている。金井（2012）はこれらの多様な企業家活動の概念を再検討した上で、企業

家活動を、企業や事業創造に関する企業家活動Ⅰとプラットフォーム形成に関する企業

家活動Ⅱに分類し、地域イノベーションとしてのクラスターの形成・展開について明ら

かにしている。しかしまた一方で、これらの多様な企業家研究においても企業家活動の

展開から地域創生までを一貫して説明している議論が未だ多くないとも言える。 

 そこで本研究では、企業家や地域創生についての概念を今一度再検討し、地域の多様

な資源と企業家活動との結びつきについて改めて考察した上で地域創生との関係性を

明らかにすることを目的としている。 

現代の地方創生という問題解決に対して重要な手がかりとなるのが A.H.コール

（1959）の「企業家的流れ」である。コールは企業家を様々な流れを含む大河に筏を

落としていく「筏師」に例えており、筏師は企業家が存在している企業家的世界の多様

な諸要素の意思決定に影響を与えている、としている2。本研究においては、今まで地

域創生の研究の中で軽視されてきたコールの企業家的流れを起点とし、まず企業家が地

域資源を活用する仕組みを作るプロセスを明らかにしていきたい。 

 具体的には「沖縄ツーリスト株式会社」（以下、沖縄ツーリストと記述する）の事例

分析を行う。沖縄ツーリストは 1958 年 10月に創立した沖縄県の老舗旅行会社である。 

沖縄県那覇市に本社を構え、設立当初、初代社長の東良恒氏を含めた６名から始まった

                                                

1 清成（2010）p.77 
2 A.H.コール （1959）p.23 
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社員数は現在 642 名にものぼる3。本研究では、現代表取締役である東良和氏の企業家

としての活動に着目し、沖縄県という地域との関係性を明らかにしていく。 

 本論文の構成は以下の通りである。まず第２章で地域創生や企業家活動について議論

している先行研究のレビューを行い、分析フレームワークを提示する。第３章では事例

として沖縄ツーリストの現代表取締役である東良和氏の企業家活動と沖縄県という地

域への貢献に着目し、分析を行う。続く第４章では事例分析の結果を踏まえ、東良和氏

による企業家活動と地域創生との関係性について、企業家的流れと企業家活動Ⅰ及びⅡ

の連鎖の点から考察する。最後に、第５章で本論文のまとめとして全体の要約を行う。 

第２章 先行研究レビュー 

１．企業家と企業家的世界における諸要素の関係 ―企業家的流れ― 

 まず、本研究の基盤となる、企業家が地域資源を活用するための仕組みを作るプロセ

スを明らかにする、という点に着目したい。そこで、既に述べたように企業家とその周

囲の資源の関係性について再検討するためにコール（1959）の企業家的流れについて

以下で議論していく。 

１‐１ 企業家的世界と企業家的流れ 

前提として、企業家が存在する企業家的世界には、地域に広まっている思想・世論や

企業、ヒトに至るまで様々な諸要素が存在している。これらの多様な諸要素は企業家と

関係しながら、企業家的意思決定に影響を与えており、コールはこれを「企業家的流れ」

と呼んでいる4。コールはこの企業家的世界において、企業家を様々な流れを含む大き

な河に筏を流していく筏師にたとえて説明している。そして、筏師である企業家は多様

な諸要素から影響を受けるだけでなく、中心的筏がどのコースをとるべきかについて意

思決定し、他の多くの筏や岸にぶつからないように保ちながら筏を操っている。つまり、

企業家的世界における課題や障害、反対に支えとなるものを判断し意思決定を行ってい

る、ということである。さらに、これらの企業家的意思決定はそれに続く全ての意思決

定を規定し、促進的・許容的な文化条件の獲得を通じて新たな企業家の参入にも貢献す

                                                

3 沖縄ツーリスト株式会社公式 HP  http://www.otsinfo.co.jp/company/  

4 A.H.コール（1959）p.23 

http://www.otsinfo.co.jp/company/
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る。結果的に、全ての意思決定は新しい、異なった、そして流れるごとく変化しつつあ

る諸条件のもとで行われている、とコールは述べている。つまり、河を地域、企業家的

世界の諸要素を地域内に存在している多様な資源と仮定すると、地域内の資源は極めて

多様であり、企業家がそれらと衝突しないよう上手に意思決定し、同時に地域内の資源

の意思決定にも乗数的に影響を与えていると考えることが出来る。 

１‐２ 企業家的性格の形成 

 また、コールは企業家的流れの中で種々の活動分野における行為者が常に既存の状況

に変化を生み出そうとしている、という点を強調している5。このことは当然の如く企

業家的世界の行為者である企業家にも当てはめることが出来る。そしてこれらの変化し

続ける諸要素は様々な程度において企業家にぶつかり、企業家的意思決定に影響を与え、

結果企業家的性格を形成する。また、これに関連して企業家活動には「役割と承認」と

いうものが存在し、企業家活動を規定している。役割と承認とは、企業家活動のいくつ

かの役割の遂行は企業家が関係を持っている種々の個人及び集団によって与えられる

承認によって促進される、というものである6。つまり企業家は企業家的性格形成に加

え、役割と承認から得られる社会的承認によってさらに活動が動機づけられている、と

考えることができる。 

しかし、コールの企業家活動ではいくつか説明できない点が存在する。まず１点目は、

地域創生との関係性が稀薄であるということである。筏師である企業家が、地域ではな

く自身の利益追求のみの為に他の筏を操る、という可能性がある。２点目は、企業家的

世界の多様な諸要素について論じられているものの、複数の企業家による活動のメカニ

ズムが論じられていない点である。コール自身、共同して意思決定する諸個人の集団の

ことを「企業家チーム」と呼び、チームを構成しているメンバーの性格がチームの性格

に反映されるということについて言及しているが7、企業外部における企業家チームの

展開やその重要性については軽視されているのが事実である。しかし、上述した通り企

業家的世界及び地域内の諸要素は多様であるため、一人の企業家による活動では限界が

あり、多様な性質を持った複数の企業家によって意思決定がなされるべきである。そこ

                                                

5 A.H.コール（1959）p.73 

6 具体的には、会社の取締役会は経理部長にどういった活動を期待し、製造担当部長は

工場の従業員に何を期待するか、といった関係である。 

7 A.H.コール（1959）p.7 
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で、これらの問題点を解決するために以下では地域創生と企業家の定義づけを今一度明

確にし、さらに複数の企業家による企業家活動について金井（1999、2012）を踏まえ

て議論を続けていく。 

２．地域創生の概念の再検討 

まず地域創生の概念について今一度再確認したい。清成（2010）によると、地域創

生とは地域住民が自らの意思と努力によって新しい地域づくりを進めることであり、ど

のような地域を創生すべきか地域住民が自ら構想する必要がある。また、その上で、リ

ーダーが全体社会の中に地域を位置づけ、長期的な方向性を明らかにしながら地域住民

の意見を統合することが重要となる。具体的な地域創生の過程について下の図１で表し

ている。最も強調したい点として、地域創生には新産業の創出つまりイノベーションが

不可欠であるという点である8。新産業創出によって、地域の内需に存在する草の根レ

ベルの問題を解決することが可能となる。さらに、それにより地域内の雇用や所得が上

昇し、地域の生活が安定することによって地域の成長、そして地域創生に繋がる、とい

うプロセスである。 

 

図 1 

出所：清成（2010）をもとに筆者が作成 

                                                

8 清成（2010）p.81 



6 

 

３．企業家の定義 

また、清成も地域創生の議論を展開する中で指摘しているが、新産業の創出にはリス

クが伴うため、企業家活動が不可欠である9。そこで米倉（1998）の議論を踏まえなが

ら新産業創出の担い手としての企業家の定義について改めて再確認したい。 

米倉は「企業家および企業家能力」の中で企業家に関する概念を再構築している。企

業家とは、昨今「起業家」と表現される事業を起こす人物像のみを指すのではなく、新

結合すなわちイノベーションの遂行者であると定義づけている。その上で、企業家のあ

り方はその遂行されるイノベーションのあり方によって規定されるという主張を行っ

ている。さらに、米倉はイノベーターと企業家の差異についても言及しており、技術の

開発や革新を企てただけでは、イノベーターであっても企業家とはいえず、市場や組織

に関わる必要があると指摘している。 

ここまでのコール、清成と米倉の議論をまとめると、企業家的世界には多様な諸要素

が存在し、それらは互いに影響し合っている。そこに企業家によるイノベーションが創

造されることによって地域創生に議論を広げることが出来ると考えられる。 

４．複数の企業によるネットワークと企業家活動Ⅰ及びⅡ 

ここまでの議論の問題点を指摘するならば、イノベーションが単発的である、という

点である。既に記述した通り、企業家的世界の流れは多様かつ流動的であり、一人の企

業家による単発的なイノベーションでは企業家的流れの中で地域創生を達成すること

は困難である。また、米倉は企業家の定義については触れているが、上述した企業家の

定義のみでは筏師である企業家が地域ではなく自身の利益追求のみの為に他の筏を操

るという危険性を排除できない。そこで、これらの疑問点を解決するために、まず、金

井（1999）によって企業家の具体的な概念について触れ、その後さらに金井（2012）

を踏まえてイノベーションの連続的な発生とそれに伴った社会的プラットフォーム形

成について議論していく。 

 まず、金井（1999）が論じている、企業家の性質と企業家によって形成されるネッ

トワークについて詳しく触れていきたい。金井によると、企業の中には事業を通じて社

会価値創造を実現しようとする｢戦略的社会性」を持っている企業が存在する。このよ

うな企業をソシオダイナミクス型企業と呼び、そのコア人材が社際企業家である。さら

                                                

9 清成（2010）p.81 
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に、今後の議論の展開の為に市民企業家の定義についても触れておきたい。市民企業家

とは、地域における機会やニーズを発見し、コミュニティの間の共同的ネットワークを

作る触媒として機能する企業家のことを指す。そして、社際企業家や市民企業家など、

これらの多様な主体のネットワークからなる複数の場が連結されることによって地域

の問題を事業の創造を通じて解決するソシオダイナミクス・ネットワークとなる。また、

社会の問題は多様であり、このネットワークによって形成される企業家チームのリーダ

ーは複数の企業家によって多様性を保たれる必要がある。 

 最後にイノベーションとそれに伴って発生する社会的プラットフォームについて言

及したい。金井（2012）は企業家活動を 2 つに分類している。一方は企業や事業の創

造や創業に関わる企業家活動Ⅰであり、他方は社会的プラットフォーム形成に関わる企

業家活動Ⅱである。この企業家活動Ⅱによって形成される社会的プラットフォームを企

業家プラットフォームと呼び、このプラットフォームの形成によって地域の多様なアク

ターの努力を一定方向にコラボレートすることが可能となる。さらに、新たなプラット

フォームの創造や、プラットフォームの進化など、企業家活動Ⅱが重層的に展開される

ことにより企業家活動Ⅰがさらに動機付けられ、企業家活動Ⅰ及びⅡの連鎖が発生する

ことが極めて重要である、としている。 
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５．分析フレームワーク 

前述した先行研究レビューをもとに作成した分析フレームワークを以下図２で示す。 

 

図 2 

出所：筆者が作成 

 地域を企業家的世界として捉えると、地域内には多様なアクターが存在している。地

域で企業家活動を行っている企業家がそれらの地域内の多様なアクターや資源を活用

して企業家活動を行っている場合、そこには企業家的流れが発生していると考えられる。

企業家は企業家的プラットフォーム形成、つまり企業家活動Ⅱを行うことによってこれ

ら地域内の多様なアクターの努力を一定方向にコラボレートすることを可能とする。ま

た、その企業家プラットフォームを苗床とし、イノベーション、つまり企業家活動Ⅰ動

機づけられる。これにより、企業家活動Ⅰ及びⅡが重層的に展開され、イノベーション

の連続的な発生が図１で表したプロセスで地域創生へ結びつくと考え、分析フレームワ

ークとする。 
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第３章 事例分析 

１．沖縄ツーリスト株式会社 概要 

 前章で作成した分析フレームワークをもとに、本章では「沖縄ツーリスト株式会社」

という具体的企業の事例を用いて分析を行っていく10。 

沖縄ツーリストは、1958 年 10 月に創立した沖縄県の老舗旅行会社である。現在、本

社を沖縄県那覇市に構え、設立当初は初代社長の東良恒氏を含め６名から始まった社員

数は 642 名にものぼる。旅行部門は国内に 25 店舗、海外に 2 店舗あり、レンタカー部

門は沖縄県と北海道に 9 店舗展開している11。また、沖縄ツーリストの特徴の一つであ

る「着地型ビジネスモデル」について言及したい。一般的に旅行会社の多くは店舗を構

える地域から出発する、アウトバウンドの旅行に強みを持つことが多い。一方で沖縄ツ

ーリストは旅行の着地である沖縄県に強みを持つインバウンド型であり、沖縄県の強み

を生かしたビジネスモデルとなっている12。 

２．企業家としての東良和氏について 

 現代表取締役である東良和氏は 1960 年沖縄県那覇市に生まれた。東氏は小学校時代

に起きた沖縄県の復帰運動の影響を受け、日本本土に憧れを抱くようになった。「これ

からはヤマトの時代」と考え、東氏は親や祖母の反対を押し切って熊本にある全寮制の

熊本マリスト学園中学校・高等学校に進学した。熊本マリストでの寮生活は東氏にとっ

て、学業面だけでなく、リーダーとしての資質形成においてもプラスに働いたと考えら

れる。東氏はその後、早稲田大学社会科学部を卒業した後、日本航空株式会社に総合職

として就職した13。 

日本航空で経験した実務を通じて、サービス経営の真髄をつかみたいと考え、東氏は

日本航空を 1987 年に退社、1988 年 28 歳で米国コーネル大学ホテルスクール大学院に

入学する。コーネル大学のホスピタリティ経営分野は、世界的にも最高水準と評価され

ている。東氏は世界各地のリゾート地における悪天候下での観光プログラムを研究し、

                                                

10 本事例の記述は、沖縄ツーリストに対する調査に基づいている。調査の概要は文献

収集である。文献は書籍や雑誌記事による二次資料を参考にしている。 

11 沖縄県公式 HP http://www.pref.okinawa.jp/index.html 

12 吉崎誠二（2013）『職業としての観光―沖縄ツーリスト 55 年編―』(p.113) 

13 吉崎誠二（2008）『本土に負けない沖縄企業』p.40 

http://www.pref.okinawa.jp/index.html
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修士論文で「WHAT TO DO WHEN IT RAINS !（雨が降ったらどうしよう）」を執筆

した。論文の中では悪天候下でもいかに顧客の満足を維持するか、さらには、顧客満足

のための代替案を自律的に構築し提供するための組織のあり方や人材育成についても

考察している14。 

コーネル大学卒業後、父である東良恒氏の勧めのもと、1990 年 6 月に沖縄ツーリス

ト東京支店に営業課長として入社し、1997年には37歳で25年ぶりに沖縄県に帰還し、

沖縄ツーリストの常務取締役となった。その後、沖縄ツーリスト及び東良和氏の支えと

なっていた、東氏の父である沖縄ツーリスト初代社長東良恒氏が 1999 年に逝去し、

2004 年に沖縄ツーリスト 3 代目社長に就任となった15。東良和氏は沖縄観光の課題を海

外旅行客の割合が少ないことや閑散期対策にあるとし16、社長就任後、数々の新事業開

発、既存資源の活性化に取り組んでいる。具体的には、沖縄ツーリストのレンタカー部

門である OTS レンタカーや OTS サービス経営研究所の活性化、ムスリム沖縄ツアーの

催行、沖縄観光学習教材への編集委員としての活動など多岐に渡る。様々な事例の中か

ら特に沖縄観光の課題解決と密接に関わりのある事例について説明していきたい。 

  

                                                

14 吉崎誠二（2008）『本土に負けない沖縄企業』p.64 

15 吉崎誠二（2013）『職業としての観光―沖縄ツーリスト 55 年編―』p.82 

16 吉崎誠二（2013）『職業としての観光―沖縄ツーリスト 55 年編―』p.159 
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３．沖縄県の観光客数概要 

沖縄観光の課題解決に関する東氏の取り組みについて述べる前に、沖縄県の観光に関

する現状について説明したい。 

現在の沖縄県の入域観光客数について、2014 年度の国内・外国を合計した観光客数

は、716 万 9,900 人と過去最高である。その内訳としては、同年国内客は、618 万 

3,900 人で、前年 3.9％増、また、外国客は、98 万 6,000 人で、前年比 57.2％増とな

り、国内外共に過去最高を記録している17。沖縄県は観光の目標フレームワークとして

2021 年度の入域観光客数の目標を 1000 万人としており、内訳としては国内客 800 万

人、外国客 200 万人が目標数値である18。数値のみを見ると、外国人観光客数が国内観

光客数と比較して極端に低いように感じられるかもしれないが、外国人観光客は訪日旅

行需要の高まりによって近年好調に推移しており、今後も外国人旅行客の割合を増加し

て行くことが沖縄観光にとって必要不可欠なのである。 

また、月ごとの観光客数を比較してみると、平成 26 年度において、沖縄県への入域

客が最も多いのは、8 月の 73 万 3300 人、最も少ないのが 1 月の 53 万 100 人である19。

最も少ない月が、最も多い月の 3 分の 2 程度ということで、それほど大きな差が無いと

感じられるかもしれないが、これはあくまで沖縄県全体の数値である。離島における入

域観光客数を見ると、八重島の同年観光客数は繁忙期の 9 月が 131,471 人に対し閑散

期の 1 月は 57,450 人と半分以下、同年の宮古島の数値を見ると、9 月が 47,448 人に対

し、閑散期の 4 月は 26,929 人と半分近くに減少している。すなわち、那覇市内には 1

年を通して観光客が訪れるが海が主な観光目的となる離島やリゾート地域は繁閑の差

が大きいことが分かる。 

  

                                                

17 沖縄県 公式 HP  http://www.pref.okinawa.jp/index.html 

18 沖縄県観光振興基本計画（第 5 次）

http://www.pref.okinawa.lg.jp/site/bunka-sports/kankoseisaku/14742.html 

19 沖縄県 公式 HP  http://www.pref.okinawa.jp/index.html 

http://www.pref.okinawa.lg.jp/site/bunka-sports/kankoseisaku/14742.html（2015.12.15
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４．ＯＴＳサービス経営研究所 

 沖縄県観光の現状を踏まえた上で、沖縄観光の大きな課題の一つである閑散期の問題

の解決について、OTS サービス経営研究所の事例を取り上げて説明したい。 

 OTS サービス経営研究所は 2010 年、旅行会社としての流通とインバウンドのツアー

オペレーターのノウハウに精通したシンクタンクとして産声をあげた20。近年は、県内

観光施設を対象とした中国語の語学研修や沖縄本島におけるアレルギー対応食モニタ

ーツアーの実施、沖縄感動産業戦略構築事業など様々な事業を展開しているが、中でも

注目したいのが沖縄観光先読みカレンダーの作成である。 

これは沖縄観光の大きな課題の一つである閑散期への解決策である。前述した通り、

特に離島では繁閑の差が大きいため、繁忙期を予め把握しなければ料金面などで機会損

失が出る可能性がある。沖縄県における行事として、1 月のセンチュリーラン、2 月の

プロ野球キャンプ、4 月のトライアスロン、12 月の NAHA マラソンなどは閑散期の底

上げに貢献している。一方で、花や食といった１年を通して楽しめる観光コンテンツに

関してはあまり認知されていない。そこで、OTS サービス経営研究所では、１年を通

じてのイベントや那覇市内・本島リゾート・本島観光バスの混雑状況などを一覧できる

「観光先読みカレンダーPRO」を発行している。去年・今年・来年３年間の観光動向

が一枚に掲載されたこのカレンダーには、外国の祝日や沖縄の花や旬の食材なども月ご

とにビジュアルに掲載されている。さらに、中華圏の旅行シーズンである旧正月や中秋

なども記載することで県内の観光施設に認知させ、料金面で機会損失を減少させること

を目的としている。 

 また、既に記述した「沖縄感動産業戦略構築事業」は OTS サービス経営研究所が県

から委託した事業である。これは沖縄の文化スポーツ観光の魅力をより効果的に融合す

ることにより、沖縄の観光資源を感動体験プログラムに昇華させる取り組みであり、同

時に沖縄県の閑散期の観光客数を底上げすることを目的としている。この事業を沖縄県

の様々な観光関連事業者が共同で取り組むことによって沖縄経済において雇用、設備投

資、人材育成などの面で好循環がもたらせると見込まれている21。 

                                                

20 吉崎誠二（2013）『職業としての観光―沖縄ツーリスト 55 年編―』p.132 

21 吉崎誠二（2013）『職業としての観光―沖縄ツーリスト 55 年編―』p.133 



13 

 

５．ムスリム沖縄ツアー 

 次に、もう一つの大きな課題である外国人観光客の割合が少ないという点について、

以下でムスリム沖縄ツアーについて説明したい。 

まず前提として、全世界のムスリムの総人口は 2010 年の時点で 16 億人と推定され

ている22。しかし、一方でムスリムの誘客については、沖縄県のみに留まらず、旅行業

界全体として困難であると考えられていた。なぜならムスリムの宗教上の決まりの為で

ある。イスラム教には様々な決まりが有るが、食事の面では、ムスリムは豚肉を食べな

い、アルコールを摂取しない、というだけでなく、ハラル対応された食事を提供しなけ

ればならない。また、イスラム教徒は毎日 5 回メッカのカーバ神殿の方角を向き、礼拝

をする。これらの宗教上の決まりにより、ツアーの催行を困難なものとしていた。 

 しかし、東氏は社員をイスラム圏へ派遣し、現地との交流を密なものとし、情報収集

を行った。礼拝の面に関しては、ホテルの一室を利用し、食事の面に関しても特別な食

材は使わず、海産物など、沖縄県の食材を用いた。これらの取り組みにより沖縄ツーリ

ストは 100 人の誘客に成功し「2012 国内・訪日旅行部門グランプリ」の受賞に至った23。

また、それだけでなく、このツアーの成功後、沖縄ツーリストはムスリムの人々に、よ

り沖縄県の観光について認知してもらうために沖縄紹介冊子、「ムスリムフレンドリー

オキナワ」を作成。また、沖縄ツーリスト以外にも、ツアーに共同で取り組んだ県内の

観光施設はムスリムが食べることが出来るお菓子のハラル認証を取得した。また、沖縄

県と沖縄観光コンベンションビューローも 2014 年度からムスリム対応への取り組みを

本格化し、ムスリム誘客に向けた検討委員会を設立した。 

  

                                                

22 農林水産省 「拡大するハラル市場と現状」 

http://www.maff.go.jp/tohoku/kihon/yusyutu/kyougikai/pdf/tanaka-siryou.pdf#searc

h='%E3%83%A0%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83%A0+%E7%B7%8F%E4%BA%

BA%E5%8F%A3' 
23  吉崎誠二（2013）『職業としての観光―沖縄ツーリスト 55 年編―』（p.136） 



14 

 

６．東氏の取組みと地域創生との関係性 

 上述した OTS サービス経営研究所やムスリム沖縄ツアー以外にも、東良和氏は沖縄

ツーリストを通して様々な取り組みを行っている。沖縄県への観光客の旅行スタイルに

マッチしたレンタカー事業による取り組みや、ホテルと共同してアレルギー対応食付き

のツアーなど。また、日本が後進国であると騒がれている医療ツーリズムにも取り掛か

ろうとしている。 

 これらの取り組みはいずれも沖縄ツーリスト単独で行われているものではない。東氏

の事業創造の原点は沖縄観光の課題解決という点にある。「ムスリム沖縄ツアー」や

OTS サービス経営研究所による「沖縄観光先読みカレンダーPRO」の作成、「沖縄感

動産業戦略構築事業」への取り組みにより、閑散期や外国人観光客の割合が少ない、と

いった沖縄観光の課題解決に取り組んでいる。また、これらの事業に東氏が単独で行う

のではなく、沖縄県における企業や人、観光施設など多様なアクターと共同で取り組む

ことによって雇用の創出や設備投資の増加など、沖縄県の地域活性化に繋がると考えら

れる。 
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第４章 考察 

東良和氏は沖縄ツーリストという一企業の利益追求に留まらず、沖縄県の多様な観光

資源や企業と共同することによって沖縄県という「地域」に貢献した企業家活動を行っ

ている。この企業家活動と地域創生との関係性について、A.H.コール（1959）の「企

業家的流れ」及び金井（2012）における企業家活動Ⅰ・Ⅱの観点から考察したい。 

１．東良和氏の企業家的性格 

 まず、本研究において注目したいのは東良和氏の企業家としての性格である。東氏は

沖縄ツーリストという一企業の利益追求に留まらず、沖縄県の多様な資源の活用を通し

て沖縄観光の課題を解決するための活動を行っている。つまり、まさに東氏は「地域創

生」を沖縄ツーリストやそれを取り巻く多様なアクターを通じて成し遂げようとしてい

る「戦略的社会性」を持った社際企業家であると言える。このような東氏の企業家的性

格の形成には、既に述べたとおり、沖縄県という東氏が生まれ育った「地域」の存在が

大きいと考えられる。つまり、これは企業家である東氏が活動している「沖縄県」とい

う企業家的世界が影響をあたえ、社際企業家的性格を形成したということに他ならない。 

２．沖縄県における企業家的流れ 

 一方で、コール（1959）によると、企業家は企業家的世界の諸要素に影響を受ける

だけでなく、それらに反作用する。これを踏まえて東氏の企業家活動が沖縄県の多様な

資源に影響を与えるプロセスについて考察したい。まず、東氏のイノベーションの原点

は沖縄観光の課題解決、つまり地域における草の根の問題解決にあたると考えられる。

沖縄観光における、閑散期や外国人旅行客の割合が少ないという問題に対し、OTS サ

ービス経営研究所の「沖縄感動産業戦略構築事業」や「沖縄観光先読みカレンダーPRO」

の作成、「ムスリム沖縄ツアー」の催行などを行っている。また、これらの事業は東氏

による単独の企業家活動によってなされているものではない。沖縄観光に関する多様な

諸要素である、観光施設、宿泊施設などがそれぞれ沖縄ツーリストと結びつきを持って

おり、企業家的流れが発生していると考察できる。つまり、東氏は沖縄ツーリストとい

う中心的筏に対して意思決定しているだけでなく、「沖縄県」という企業家的世界にお

いて、課題を認知した上でそれらを解決するために他の諸要素と関係し合っている筏師

であると考えられる。 
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３．企業家活動ⅠとⅡの連鎖的展開 

 さらに、コールは複数の筏師が一体となった時、単独の筏師による活動よりもはるか

に生産的に作用しうるとしている24。そこで、複数の企業家による企業家活動について

金井（1998、2012）を踏まえて以下で考察したい。 

まず、継続的に企業家的流れが発生し地域が活性化し続けるためには、イノベーショ

ンは単発的ではなく、連続的に発生する必要がある。そして、そのイノベーションの苗

床となっているのが既に述べたように、企業家的プラットフォームである。 

 東氏のイノベーションすなわち企業家活動Ⅰを考えてみると、東氏によるイノベーシ

ョンが成功したのは、東氏はもちろん多様な沖縄県の資源の「旅行」という一定方向に

コラボレートしたことが大きい。それにより、これら多様なアクターのプラットフォー

ムが形成されたものと考えることが出来る。つまり、企業家プラットフォームの形成に

おいて、東氏は多様なアクターを「旅行」という一定方向にリードする触媒としての機

能を果たしており、これはまさに市民企業家としての取組みであると考えられる。さら

に、イノベーションの創造により、旅行の関係者が新たな取り組みを行うだけでなく、

さらに新たなアクターの登場を促進的している、と考えられる。 

 つまり、東氏によるイノベーション（企業家活動Ⅰ）が企業家プラットフォームを形

成し（企業家活動Ⅱ）企業家的世界の多様な諸要素の努力を一定方向にコラボレートし

ていると考えることが出来る。ここで重要なのが、東氏が「旅行」というプラットフォ

ーム形成のキーパーソンとなっている点である。さらに、プラットフォーム内の企業家

によってイノベーションが乗数的に展開されることによって、新たな企業家の登場を促

進するなど、企業家プラットフォームの進化に結びついたと考察できる。企業家プラッ

トフォームが進化することによって、東氏及び沖縄県内の多様なアクターのイノベーシ

ョンすなわち企業家活動Ⅰがさらに動機づけられ、継続的なイノベーション及び企業家

活動Ⅰ及びⅡの重層的展開に結びついたと考察する。 

 

 

  

                                                

24 A.H.コール（1959）p.74 
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第５章 結論 

 本論文では、企業家活動とそれによってなされる地域創生との関係性について、「企

業家的流れ」を起点とし、企業家活動ⅠとⅡの連鎖という観点から明らかにする、とい

うことを目的としてきた。 

 東良和氏は沖縄ツーリストの強みである「着地型ビジネスモデル」の展開により、沖

縄県という企業が存在している「地域」の資源を活用し、一企業の利益に留まらず沖縄

県への貢献を志向している企業家である。 

 結論として、まず、コールが企業家的流れのなかでも説明している通り、企業家が活

動している企業家的世界には多様な諸要素が存在している。企業家は、本来結びつくこ

とのなかったそれらの諸要素を含めた企業家プラットフォームを形成することで、これ

らの多様な諸要素の努力を同一方向にコラボレートし企業家プラットフォームを形成

していると考えられる。 

 しかし、他方で地域の成長には企業家によるイノベーションが不可欠である。また、

イノベーションの担い手である企業家と地域創生の関連性を明らかにするためには、企

業家は一企業の利益を追求するのではなく、事業を通じて社会価値創造を行う、戦略的

社会性を持っていることが重要である。さらに、継続的な地域の活性化は単発的なイノ

ベーションでは成し得ない。そこで、プラットフォーム内での複数かつ連続的なイノベ

ーションの創造が不可欠である。そこで、連続的なイノベーションが発生するプロセス

については、まず企業家的世界において、地域の草の根レベルの問題解決を原点として

イノベーションつまり企業家活動Ⅰが為される。それにより、既存の企業家プラットフ

ォームに新たな企業家が参入するなど、企業家プラットフォームが進化する。さらに、

進化した企業家プラットフォームによって新たに企業家活動Ⅰが動機づけられ、イノベ

ーションの複数かつ連続的な創造と、企業家活動Ⅰ及びⅡの重層的展開に繋がると考え

られる。 

 戦略的社会性を持つ企業家によるイノベーションにより、地域の問題解決のみならず

地域内で企業家プラットフォームが形成される。また、これらの重層的展開により継続

的にイノベーションが創造され、地域を活性化、さらに地域創生へと繋げることが出来

る。 
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 本研究の含意について、理論的含意としては地域創生と企業家活動の関係性について

一貫して解釈した点、実践的含意としては、地方創生が叫ばれている昨今、複数の企業

家によるプラットフォーム形成という観点から地域創生を解釈したという点にあると

する。 
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